
R8.9.1

以下について、ご記載ください。

ⅰ　申請者名称若しくは氏名又は育成就労実施者届出番号

ⅱ　育成就労外国人の氏名

ⅲ　監理支援機関の名称

（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

1
申請する育成就労計画に係る育成就労外国人
の名簿

◎
（※）

（※）複数人の育成就労計画を同時に申請する場
合に提出してください。

有 無

2
育成就労計画認定申請に係る提出書類一覧・
確認表（本表） ◎

○申請前に本表にて提出書類をご確認の上、申請
書類とともに提出してください。

有 無

参考様式第1-33号

（機構HPに掲載）

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

育成就労計画認定申請に係る提出書類一覧・確認表（監理型）

監理型育成就労

１．原則

（１） 申請書及び添付書類は、片面印刷のものに記載ください（ホチキスなし。）。

（２） 本表の１～92のうち提出を要する書類について、本表の番号順に並べ、先頭に本表を付して提出してください。

（３） 提出書類に付す本表については、「申請者確認欄」に書類の添付状況について、「有」又は「無」に○を付して添付してください。

（４） 法務大臣、出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣又は機構（以下「法務大臣等」という。）に提出する資料が外国語により作成さ

れているときは、その資料に日本語の翻訳文を添付してください。また、法務大臣等に提出又は事業所に備えて置く日本語の書類に、

育成就労外国人の署名を求める場合には、育成就労外国人が十分に理解できる言語も併記の上、署名を求めてください。

（５） 「提出区分」欄の印の意味は以下のとおりです。（※）とあるものについては、本表の「留意事項」の欄をご確認ください。

◎： 必ず提出が必要なもの。

○： 過去３年以内に他の育成就労計画に関し機構への申請又は届出により提出したものと内容に変更（経年による変更を除く。）

がない場合に提出が不要なもの（地方出入国在留管理局へ提出していても提出が必要です。）。

●： 申請する同一年度内における育成就労計画の認定申請時において、同じ資料を提出している場合に提出が不要なもの。

※ ○について、技能実習計画に関し機構に提出している場合であっても、育成就労計画認定申請ではあらためて提出が必要です。

※ ●について、例えば、３月決算の法人が、2027年10月1日の申請時に、直近の２事業年度（2025・2026年度）に係る貸借対

照表及び損益計算書又は収支計算書の写しを提出しているときは、2028年1月1日の申請では同じ書類を再度提出する必要はあり

ません。なお、事業年度が変わり、新たな貸借対照表等が確定した場合は、次の申請時にはあらためて直近の２事業年度（2026・

2027年度）分の書類を提出する必要があります。

※ 「提出の有無」を「無」とする書類については、本表の「申請者確認欄」の欄に、提出を省略する書類を添付した過去の「育成就

労計画認定申請書」若しくは「育成就労計画変更認定申請書」の申請番号（認定番号）又は、軽微変更届出書を提出（届出）した日

を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載してください。これらの記載がない場合や誤った申請番号等が記載されている場合に

は、提出が不要となるかを確認することができないため、再度の提出を求めることもあることから、記載漏れ、記載誤り等のないよ

うにご留意願います。

※ 書式の欄の「参考様式」は、その様式の使用は必須ではありませんが、同様の内容を記載した書類の提出が必要なものです（「省

令様式」はその様式の使用が必須です。）。

（６） 本表の書類番号３から７については副本の提出が必要です。申請書類の末尾にまとめて添付してください。

２．複数の育成就労計画について同時に申請する場合

複数の育成就労計画について同時に申請いただく場合には、上記１に加え、以下について留意いただく必要があります。

（１） １人目の育成就労外国人に係る育成就労計画

書類番号の１～92のうちで提出を要する全ての書類を番号順に並べ、本表を付して提出願います。

（２） ２人目以降の育成就労外国人に係る育成就労計画

以下について育成就労計画（育成就労外国人）ごとにクリップ等で綴じた上で、書類番号１の名簿順に並べて提出をお願いします。

①本表

②書類番号１～92

（３） （２）にかかわらず、①本表及び②書類の番号31以降については、内容が全く同じであれば2人目以降の申請書類への添付は不要で

す。その場合には、本表の「ⅱ 育成就労外国人の氏名」欄に「別添「申請する育成就労計画に係る育成就労外国人の名簿」のとお

り。」と記載願います（同じでない場合には当該者については添付願います。）。

（４） 本表「留意事項」欄で【連名可】としている書類については、申請内容が同じであれば１人目の育成就労外国人に係る育成就労計画

にのみ添付すれば足ります（２人目以降は不要です。）。

３．その他

（１） 追加的に資料が必要であると認められる場合などには、本表に記載している資料以外の提出を求めることがあります。具体的な書類

は別途、随時お示ししていきます。

（２） 育成就労産業分野ごとに提出が必要な書類については、別途育成就労産業分野ごとの提出書類一覧・確認表でお示しいたします。
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（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

3 育成就労計画認定申請書 第1面 ◎ 有 無

4 育成就労計画 第2面 ◎ 有 無

5 入国前・入国後講習実施（予定）表 第3面 ◎ 有 無

6 育成就労実施計画 第4面 ◎ 有 無

7
省令様式第１号、第２号及び第３号第２面の
別紙

◎
（※）

○複数の法人ごと又は派遣先ごとに作成してくだ
さい。

（※）複数の法人による共同実施又は労働者派遣
等の形態により育成就労を行う場合に提出してく
ださい。

有 無

8
委託契約書の写し等委託内容を明らかにする
資料

○
（※）

（※）入国後講習を外部委託している場合に提出
してください。

有 無

9 委託先の概要を明らかにする資料
○

（※）
（※）入国後講習を外部委託している場合に提出
してください。

有 無

10
A1 相当の日本語能力の試験の合格証明書の
写し又は合格したことを証明する資料

○
（※）

（※）A1相当の日本語能力の試験に合格している
ことを証明する場合に提出してください。

有 無

11
A２ 相当の日本語能力の試験の合格証明書の
写し又は合格したことを証明する資料

○
（※）

（※）A2相当の日本語能力の試験に合格している
ことを証明する場合に提出してください。

有 無

12
目標とする日本語能力に係る講習履修状況等
申告書

〇
（※）

（※）入国前講習又は入国後講習でA2目標講習を
行う場合は、省令様式第1号第３面等の入国前・入
国後講習実施（予定）表に記載することで足り、
提出は不要です。

有 無

13
外国の公的機関が作成した育成就労外国人が
所定の科目を履修したことを証する文書

○
（※）

（※）入国前講習を外国の公的機関が実施する場
合に提出してください。

有 無

14
外国の教育機関が作成した育成就労外国人が
所定の科目を履修したことを証する文書

○
（※）

（※）入国前講習を外国の教育機関が実施する場
合に提出してください。

有 無

15 主たる技能等に関する書類 ◎ 【連名可】 有 無

16 申請者の誓約書 ◎ 【連名可】 有 無

17 育成就労外国人の旅券の写し ◎
○在留カードの交付を受けている場合は、その写
しも必ず提出してください。

有 無

18 育成就労外国人の履歴書及び申告書 ○ 有 無

19 育成就労外国人健康診断個人票 ◎

○育成就労計画の認定申請の日を起算日として、
過去３か月以内に、医師の診断を受け健康状態が
良好であることを証明する資料の発行を受けてい
る必要があります。

○ 本邦に在留中の者が本邦の医療機関等で診断を
受け、診断書等を提出する場合においては、育成
就労計画の認定申請の日を起算日として、過去１
年以内に医師の診断を受け診断書等の発行を受け
ている必要があります。

有 無

20
育成就労計画の認定に関する取次送出機関の
誓約書 ○

（※）

【連名可】

（※）監理型育成就労の内、「取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関」の外国にある事業所
の職員を受け入れる申請の場合は提出不要です。

有 無

21
監理型育成就労外国人と取次送出機関の間に
締結された監理型育成就労に係る契約書の写
し

○
（※）

（※）監理型育成就労の内、「取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関」の外国にある事業所
の職員を受け入れる場合は提出不要です。

有 無

22 育成就労外国人の推薦状
○

（※）

【連名可】

（※）二国間取決めを作成している国のうち、推
薦状を発行することとされている国については、
送出国の公的機関が作成した推薦状を対象者ごと
に提出することが必要です（別紙を用いて複数対
象者の推薦状をまとめて発行することも可能で
す。）。

（※）監理型育成就労の内、「取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関」の外国にある事業所
の職員を受け入れる場合は提出不要です。

有 無

－

○申請内容に応じて、省令様式第1号〜省令様式第3号（2）の内のいずれかを提出してください。（番号3から７については、副本の提出が必要です。副本については、育成就労外国人ご
とに作成し、申請書類の末尾にまとめて添付してください。）

○以下は、複数の育成就労計画を同時に申請する場合、「留意事項」欄で【連名可】としている書類以外は、育成就労外国人ごとに作成し提出する必要があります。

省令様式
第1号

省令様式
第2号

省令様式
第3号
(１)

省令様式
第3号
(２)

○第2面「１申請者」に記載する法人の役員につい
て、育成就労に関する業務の執行に直接的に関与
しない役員に関しては、「住所」欄の記載は不要
です。

○第4面「育成就労実施計画」については、育成就
労産業分野・業務区分ごとに詳細な計画を作成す
ることが求められています。 従事させる業務の具
体的な内容については、各分野で作成される育成
就労計画の審査基準、育成就労計画のモデル例等
を参照の上、育成就労外国人に従事させる業務の
具体的内容を検討し、育成就労実施計画に盛り込
むことが必要です。

参考様式第1-34号

育成就労計画に係る主
たる技能等に関する申

告書
（機構HPに掲載）

参考様式第1-8号

－

参考様式第1-35号 

－

－

－

－

－

－

参考様式第1-6号

参考様式第1-4号

参考様式第1-3号

参考様式第1-9号
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（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

23
送出国の公的機関が発行する犯罪経歴証明書
等

○
（※）

（※）既に日本国内に在留している者に関する申
請の場合は提出不要です。

（※）監理型育成就労の内、送出機関の取次ぎを
受けた監理型育成就労の場合は提出不要です。

有 無

24
育成就労の準備に関し本国で支払った費用の
申告書 ○

（※）

（※）監理型育成就労の内、「取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関」の外国にある事業所
の職員を受け入れる場合は提出不要です。

有 無

25 外国の準備機関の概要書及び誓約書
○

（※）

○取次送出機関は、外国の準備機関ではありませ
ん。

（※）外国の準備機関がない場合は提出不要で
す。

有 無

26 雇用契約書及び雇用条件書の写し ◎ 有 無

27
育成就労外国人が十分に理解できる言語を併
記した年間のカレンダーの写し

◎
（※）

（※）１年単位の変形労働時間制で雇用する場合
に提出してください。

有 無

28
労働基準監督署へ届け出た変形労働時間制に
関する協定書の写し

◎
（※）

（※）１年単位の変形労働時間制で雇用する場合
に提出してください。

有 無

29
育成就労外国人の報酬・宿泊施設・徴収費用
についての説明書

◎

【連名可】

○労働者派遣等監理型育成就労の場合は、80のと
おり参考様式１-39号を使用してください。

有 無

30
宿泊施設の見取り図
（入国後講習中の宿泊施設も含む。） ◎

○育成就労外国人が見取り図内のどの部分を使用
するのか分かるよう、該当箇所を太枠で囲む、ま
たは斜線を入れるなどしてお示しください。

○見取り図内に居室の各辺の長さを記載する、空
白部分に計算式を記載するなど、面積の算出根拠
を記載してください。

有 無

31 育成就労外国人等に関する申告書 ◎ 有 無

32 欠格事由非該当誓約書 〇 有 無

33
育成就労責任者・育成就労指導員・生活相談
員の就任承諾書及び誓約書並びに履歴書 ○ 有 無

34
育成就労責任者・育成就労指導員・生活相談
員の講習を修了したことを証明する書類の写
し（養成講習の修了証明書の写し）

◎

○規則に定める「過去３年以内」については、認
定時を起算日として基準を満たす必要がありま
す。

○なお、当分の間は、技能実習制度における必要
な養成講習を修了していれば足りることとしてお
ります。この経過措置の適用を受けようとする場
合は、下記でお示しする、講習の修了証明書をそ
れぞれ提出してください。

・育成就労責任者 ➡ 技能実習責任者講習

・育成就労指導員 ➡ 技能実習指導員講習

・生活相談員　　 ➡ 生活指導員講習

有 無

35
監理支援機関と申請者との間の監理支援に係
る契約の契約書又はこれに代わる書類の写し 〇

○契約書に代わる書類として、監理支援機関（組
合）と申請者（組合員）との関係を規定している
書類（監理支援機関（組合）が定めた育成就労に
関する事業に係る規約と、当該規約に申請者が組
合員として服することが分かる書類）を提出する
ことが可能です。

有 無

36 登記事項証明書 ○

○社会福祉法人等で、登記事項証明書に理事長以
外の役員の記載がない場合は、役員の選任に関す
る理事会の議事録を提出してください。

○発行日から３月以内のものを提出してくださ
い。

有 無

37
直近の２事業年度に係る貸借対照表及び損益
計算書又は収支計算書の写し ●

○債務超過がある場合は、中小企業診断士等によ
る評価書面が必要です。

有 無

参考様式第1-10号

参考様式第1-7号

参考様式第1-2号

－

参考様式第1-11号

－

様式自由

様式自由

○以下は、複数の育成就労計画を同時に申請する場合であって、それぞれの内容が全く同じときには、2人目以降の申請書類への添付は不要です。
　その場合、本表上の「ⅱ　育成就労外国人の氏名」欄に「別添「申請する育成就労計画に係る育成就労外国人の名簿」のとおり。」と記載願います。
　また、複数の法人による共同実施又は労働者派遣等の形態により育成就労を行う場合には、法人ごとに１部ずつ必要です。

参考様式第1-12号

参考様式第1-23号

－

－

参考様式第1-15号

【申請者が法人の場合】

－

－
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（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

38

役員の住民票の写し
（役所から交付されるものが「住民票の写
し」ですので、改めてコピーを取るのではな
く、役所から交付されたものを提出してくだ
さい。）

○

○マイナンバーの記載のないものを提出してくだ
さい。

○日本人の場合には、本籍の記載があるものを提
出してください。

○外国人（特別永住者を除く。）の場合は、国籍
（国又は地域）、在留資格、在留期間、在留期間
の満了の日、在留カード番号記載があるものを提
出してください。

○特別永住者の場合は、特別永住者である旨、特
別永住者証明書の番号が記載されたものに限られ
ます。

○役員内に未成年者がいる場合で、その法定代理
人が個人であるときは、当該個人の住民票の写し
も含みます。

○役員内に未成年者がいる場合で、その法定代理
人が法人であるときは、当該法人の登記事項証明
書、役員の住民票の写しも含みます。

○発行日から３月以内のものを提出してくださ
い。

有 無

39 申請者の役員に関する申告書 ○

○育成就労に関する業務の執行に直接関与しない
役員については、当該書類の提出をもって、住民
票の写しの提出に代えることができます。

○申告書に記載された役員が、実際は育成就労に
関する業務の執行に直接的に関与していたことが
判明した場合や、欠格事由に該当していたことが
判明した場合には、育成就労計画の認定の取消し
等がなされることとなります。

有 無

40

申請者の住民票の写し
（役所から交付されるものが「住民票の写
し」ですので、改めてコピーを取るのではな
く、役所から交付されたものを提出してくだ
さい。）

○

○マイナンバーの記載のないものを提出してくだ
さい。

○日本人の場合には、本籍の記載があるものを提
出してください。

○外国人（特別永住者を除く。）の場合は、国籍
（国又は地域）、在留資格、在留期間、在留期間
の満了の日、在留カード番号記載があるものを提
出してください。

○特別永住者の場合は、特別永住者である旨、特
別永住者証明書の番号が記載されたものに限られ
ます。

○発行日から３月以内のものを提出してくださ
い。

有 無

41 直近２年度の納税申告書の写し ● 有 無

42 労働保険料等納付証明書（未納なし証明） ●
○労働保険の適用事業所の場合に提出してくださ
い。

有 無

43

健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し
（申請日の属する月の前々月までの 24 か月
分全て）

又は

社会保険料納入確認書（未納がない旨の証
明。申請日の属する月の前々月までの24か月
分）

● 有 無

44

納付の猶予許可通知書の写し

又は

換価の猶予許可通知書の写し

●
〇社会保険料の納付について、猶予制度（分割納
付）の許可を受けている場合に提出してくださ
い。

有 無

45

事業主本人のマイナポータルからダウンロー
ドした医療保険の資格情報の写し

又は

資格確認書の写し

●
〇保険者番号及び被保険者等記号・番号を申請人
等によりマスキングしたものに限られます。

有 無

46
事業主本人の国民健康保険料（税）納付証明
書（直近２年度分） ● 有 無

【申請者が個人事業主の場合】

－

－

○以下は、労働、社会保険及び租税に関する法令の規定の遵守を確認するための書類となります。（番号42から57）
※労働、社会保険及び租税に関する法令の規定の遵守を確認するための書類については、監理型育成就労の場合は、育成就労実施者に加え監理支援を行う監理支援機関のものも提出してく
ださい。
※申請する同一年度内に特定技能における申請等で同じ資料を提出していた場合には、当該資料の写しを提出することが可能です。

－

参考様式第1-24号

－

【健康保険・厚生年金保険の適用事業所ではない場合】

－

－

【労働保険の適用事業所の場合】

－

【健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合】

－

4



（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

47
納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶
予又は納付受託）に係る通知書の写し

●

〇納付（税）緩和措置（換価の猶予、納付の猶予
又は納付受託）の適用を受けることが国民健康保
険料（税）納付証明書に記載されていない場合に
提出してください。

有 無

48 事業主本人の被保険者記録照会回答票 ●

○基礎年金番号を申請人等によりマスキングした
ものに限る。

○国民年金保険料領収証書の写し（申請日の属す
る月の前々月までの 24 か月分全て）を提出する
場合に当該書類は提出不要です。

有 無

49

事業主本人の国民年金保険料領収証書の写し
（申請日の属する月の前々月までの２４か月
分全て）

又は

被保険者記録照会（納付Ⅱ）

●

○基礎年金番号を申請人等によりマスキングした
ものに限られます。

○国民年金保険料の納付から被保険者記録照会
（納付Ⅱ）への納付記録の反映までに時間を要す
ることから、反映前に提出する場合は、被保険者
記録照会（納付Ⅱ）に加え、該当する月の国民年
金保険料領収証書の写しも提出してください。

有 無

50
税目を源泉所得税及び復興特別所得税、法人
税、消費税及び地方消費税とする納税証明書
（その３）

● 有 無

51

源泉所得税及び復興特別所得税、法人税、消
費税及び地方消費税のうち、未納がある税目
に係る「未納税額のみ」の納税証明書（その
１）

●

○納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納
付受託）を受けている場合に提出してください。

○備考欄に換価の猶予、納税の猶予又は納付受託
中である旨の記載があるものを提出してくださ
い。

有 無

52
税目を法人住民税とする納税証明書（直近２
年分） ● 有 無

53
納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は
納付受託）に係る通知書の写し ●

〇地方税（法人住民税）の納税緩和措置（換価の
猶予、納税の猶予又は納付受託）の適用を受けて
いることが納税証明書に記載されていない場合に
提出してください。

有 無

54

税目を源泉所得税及び復興特別所得税、申告
所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方
消費税、相続税、贈与税とする納税証明書
（その３）

● 有 無

55

源泉所得税及び復興特別所得税、申告所得税
及び復興特別所得税、消費税及び地方消費
税、相続税、贈与税のうち、未納がある税目
に係る「未納税額のみ」の納税証明書（その
１）

●

〇納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は納
付受託）を受けている場合に提出してください。

○備考欄に換価の猶予、納税の猶予又は納付受託
中である旨の記載があるものを提出してくださ
い。

有 無

56
税目を個人住民税とする納税証明書（直近２
年分）

● 有 無

57
納税緩和措置（換価の猶予、納税の猶予又は
納付受託）に係る通知書の写し ●

〇地方税（個人住民税）の納税緩和措置（換価の
猶予、納税の猶予又は納付受託）の適用を受けて
いることが納税証明書に記載されていない場合に
提出してください。

有 無

58 優良要件適合申告書
◎

（※）
（※）初回の確認手続において優良な育成就労実
施者として認められた場合は提出不要です。

有 無

59
外国の所属機関の概要書及び当該機関による
証明書

○
○育成就労計画の認定申請時点において、継続し
て１年以上業務に従事している必要があります。

有 無

60
外国の所属機関に係る公的機関から発行され
た法人登記に関する資料

○
（※）

（※）当該外国の所属機関から取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の
職員である外国人を雇用する形態の監理型育成就
労で育成就労外国人の受入れ実績がある場合は提
出不要です。

有 無

61
外国の所属機関に係る納税状況、取引実績、
船荷証券、輸出入許可書等のいずれかの資料

○
（※）

（※）当該外国の所属機関から取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の
職員である外国人を雇用する形態の監理型育成就
労で育成就労外国人の受入れ実績がある場合は提
出不要です。

有 無

62
1年以上の取引期間又は過去1年間に10億円
以上の取引額があることを証する信用状及び
船荷証券（航空貨物運送状を含む）

○
（※）

（※）61と重複する場合は提出不要です。 有 無

63 理由書 ○

〇参考様式第1-1号の括弧内には、育成就労外国
人を送り出す外国の公私の機関が、国際的な業務
上の提携を行っていることその他の取引上密接な
関係を有する機関であることを述べてください。

有 無

－

－

－

－

－

－

－

【租税関係書類（個人事業主の場合）】

－

－

【租税関係書類（法人の場合）】

－

－

【監理型育成就労のうち、「取引上密接な関係を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の職員である外国人を雇用する形態」（規則第２条２号に該当するもの）の適用を受けようと
する場合】

参考様式第1-1号

－

－

－

○以下は、特定の事由に該当する場合に提出を要する書類です。

【優良要件を満たすとして人数枠を拡大しようとする場合】

参考様式第1-36号

【監理型育成就労のうち、「取引上密接な関係を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の職員である外国人を雇用する形態」（規則第２条１号に該当するもの）の適用を受けようと
する場合】

参考様式第1-5号

5



（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

64
外国の所属機関の概要書及び当該機関による
証明書

○
○育成就労計画の認定申請時点において、継続し
て１年以上業務に従事している必要があります。

有 無

65
外国の所属機関に係る公的機関から発行され
た法人登記に関する資料

○
（※）

（※）当該外国の所属機関から取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の
職員である外国人を雇用する形態の監理型育成就
労で育成就労外国人の受入れ実績がある場合は提
出不要です。

有 無

66
外国の所属機関に係る納税状況、取引実績、
船荷証券、輸出入許可書等のいずれかの資料

○
（※）

（※）当該外国の所属機関から取引上密接な関係
を有する外国の公私の機関の外国にある事業所の
職員である外国人を雇用する形態の監理型育成就
労で育成就労外国人の受入れ実績がある場合は提
出不要です。

有 無

67
申請者が外国の所属機関から育成就労外国人
を受け入れる理由書 ○

〇申請者が外国の公私の機関の外国にある事業所
から育成就労外国人を受け入れることについて、
技能等の修得等の促進や事業上の有益性などの観
点から、合理的な理由があることを述べてくださ
い。

有 無

68
外国の所属機関が申請者に育成就労外国人を
派遣する理由書 ○

〇外国の公私の機関の外国にある事業所が申請者
に育成就労外国人を派遣することについて、技能
等の修得等の促進や事業上の有益性などの観点か
ら、合理的な理由があることを述べてください。

有 無

69

申請者と外国の所属機関が国際的な業務上の
提携等を行っていることを証する書類（取引
先、提携先等がわかる書類）として、信用状
及び船荷証券（航空貨物運送状を含む。）の
写し又は業務提携契約書の写し

○
（※）

（※）66と重複する場合は提出不要です。 有 無

70
外国にある事業所の事業内容、取引先及び常
勤の職員数等が分かるもの（パンフレット
等）

○ 有 無

71 理由書 〇
〇参考様式第1-1号の括弧内には親会社子会社又
は同一の親会社をもつ複数の法人であることを述
べてください。

有 無

72
複数の法人が共同で育成就労外国人を受け入
れる理由書 〇

〇複数の法人が共同で育成就労外国人を受け入れ
ることについて、技能等の修得等の促進や事業上
の有益性などの観点から合理的な理由があること
を述べてください。

有 無

73 理由書 ○
〇参考様式第1-1号の括弧内には事業上密接な関
係を有する複数の法人であることを述べてくださ
い。

有 無

74
複数の法人が共同で育成就労外国人を受け入
れる理由書

○

〇複数の法人が共同で育成就労外国人を受け入れ
ることについて、技能等の修得等の促進や事業上
の有益性などの観点から合理的な理由があること
を述べてください。

有 無

75

複数の法人が相互間に密接な関係を有するこ
とを証する書類
（取引先、提携先等が分かる書類の写し、業
務提携契約書の写し、会社パンフレットな
ど）

○ 有 無

76 労働者派遣契約書又は船員派遣契約書の写し ◎ 有 無

77 派遣先責任者の申告書 〇 有 無

78
派遣元責任者講習を修了したことを証明する
書類の写し

◎
（※）

○労働者派遣の形態による育成就労計画の認定日
から起算して過去３年以内に講習を修了している
ことが必要です。

（※）船員派遣の形態による育成就労の場合は提
出不要です。

有 無

79
育成就労外国人のマージン率についての説明
書

○
（※）

（※）派遣元事業主等が初めて労働者派遣等監理
型育成就労の対象となる外国人を受け入れる場合
に提出してください。

有 無

80
育成就労外国人の報酬・宿泊施設・徴収費
用・移動及び転居費用等についての説明書
（労働者派遣等監理型育成就労）

◎ 有 無

81
育成就労の期間中の待遇に関する重要事項説
明書

◎

○育成就労期間中に石綿を含む建材等が使用され
ている建築物等の解体等の業務に従事される可能
性がある場合は、「４ 石綿を含む建材等が使用さ
れている建築物等の解体等の業務への従事につい
て」において、「石綿を含む建材等が使用されて
いる建築物等の解体等の業務に従事することがあ
ります。」にチェックしてください。

有 無

82
石綿を含む建材等が使用されている建築物等
の解体等の業務に従事する場合の留意点や補
償制度等について

◎ 有 無

参考様式第1-5号

－

【複数の法人による共同実施の場合（親会社と子会社等以外で密接な関係を有するとする場合）】

参考様式第1-1号

－

－

－

【複数の法人による共同実施の場合（親会社と子会社又は同一の親会社をもつ複数の法人の場合）】

参考様式第1-1号

－

様式自由

様式自由

様式自由

【育成就労期間中に石綿を含む建材等が使用されている建築物等の解体等の業務に従事させる可能性がある場合】

参考様式第1-13号

参考様式第1-14号

－

参考様式第1-38号

参考様式第1-39号

－

【労働者派遣等の形態による育成就労を行わせる場合】

－

参考様式第1-37号

6



（※）施行日前申請においては、育成就労計画の軽微変更届出はありません。

提出
区分

留意事項

申請者確認欄

提出の
有無

（○をつけ
る）

提出の有無を「無」とする書類は、過去に同書類を提出した計
画認定の申請番号（認定番号）又は軽微変更届出書（※）の提
出日を記載するか、「無」とする理由を簡潔に記載すること。

番号 必要な書類 書式

83
労働保険番号が付与された保険関係成立届
（事業主控）の写し（年度更新における領収
証書又は通帳の写し等でも可）

◎
（※）

（※）労災保険に加入する場合に提出してくださ
い。

○新たに労働保険の適用事業となる場合又は民間
保険に加入する場合に入国後講習修了後1ヶ月以内
に提出してください。

有 無

84
民間の任意保険への加入が確認できる契約書
等の書類

◎
（※）

（※）民間の任意保険に加入する場合に提出して
ください。

○新たに労働保険の適用事業となる場合又は民間
保険に加入する場合に入国後講習修了後1ヶ月以内
に提出してください。

有 無

85
育成就労外国人の個人情報の取扱いに係る同
意書

〇
（※）

（※）雇用保険制度における失業等給付に係る事
務において、外国人育成就労機構から育成就労実
施者の所在地を管轄する都道府県労働局及び公共
職業安定所に個人情報を提供することに同意する
場合に提出してください。

有 無

86 委任状
◎

（※）

（※）申請者又は認定の申請に係る担当者（省令
様式第1号〜第3号（２）第２面備考欄に記載のあ
る者）以外の方に申請書の提出や申請結果の通知
等の受領を委任する場合に提出してください。

〇審査の過程において、直接申請者に問い合わせ
を行う場合もあります。

有 無

87 返信用封筒（申請受理票送付用）　１枚 ◎
○郵送による申請の場合は、申請受理票を郵送し
ますので、申請受理票の送付先（申請者、担当者
等）を明記した封筒に切手を貼付してください。

有 無

88 返信用封筒（結果の通知送付用）　１枚 ◎

○申請結果の通知を郵送で希望する場合は、送付
先（申請者、担当者等）を明記した封筒に申請件
数に応じた簡易書留郵便料金分の切手を貼付した
ものを提出してください。

○当該封筒の提出がなかった場合は、申請を行っ
た機構地方事務所・支所へお越しいただいた上
で、結果を通知することとなります。

○申請件数に応じた郵便料金は、「郵便料金の目
安」(パンフレット「育成就労計画の認定申請手
続」参照）をご確認ください。

有 無

89 手数料の払込みを証する書類 ◎

○手数料は、育成就労計画認定申請1件（育成就労
外国人１名）につき6,100円です。申請件数に応
じた適正な金額を事前に当機構口座にお振込みく
ださい。

○払込証明書等は、台紙に貼付の上、申請者名等
を記載してください。

有 無

90 監理支援機関許可申請の申請受理票の写し ◎
○育成就労計画認定の施行日前申請をする場合は
忘れずに添付してください。

有 無

91 分野別協議会の構成員であることの証明書
○

（※）

（※）分野別協議会への加入に代わる措置を講じ
ている育成就労産業分野については、分野別協議
会への加入に代わる措置を講じていることが分か
る証明書等を提出してください。

有 無

92 育成就労産業分野ごとに提出が必要な書類 （※）

（※）育成就労産業分野ごとに提出が必要な書類
がある場合に提出してください。（例：～分野に
おける育成就労外国人の受入れに関する誓約書）

〇詳しくは「運用要領別冊」（分野別の運用要
領）をご確認ください。
（https://www.otit.go.jp/employment_for_skil
l_development/category/）

有 無

ー

ー

角形２号又は1号封筒
に申請件数に応じた郵
便料金分の切手を貼付
レターパックプラス

（赤色）でも可

手数料払込申告書
（台紙）

（機構HPに掲載）

ー

参考様式第1ｰ32号

サンプルを機構HPに
掲載

長型３号封筒
※切手を貼付

【労災保険の暫定任意適用事業に該当する場合】

－

－

○その他の資料
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